
令和 1年度事業報告書

平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日まで

特定非営利活動法人

日本行方不明者捜索・地域安全支援協会

1 事業の成果
令和二年度は、前年度に引き続き「自殺の遷れがある行方不明者」を昨今の自殺者増加問題の解決

の手段と考え、「認知症が原因の行方不明者」を日本の高齢化社会に伴う新たな問題として、その早

期発見のためのシステム作りや、インターネットおよびマスコミなどを通した情報拡散・情報収集

などを行いました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

事 業 名

(定款 に記載

した事業)

具体的な事業内容

(■)当該事業の

実施日時

(3)当該事業の

実施場所

(C)従事者の

人数

(D)受益対象

者の範囲

C)人数

収支予算書の

事業費の金額

(単位 :千円)

行方不明者

の実態調査

を行い、そ

の原因を調

査研究して

関係機関等

に発表する

事業

行方不明者の実態調査を行

い、その原因を調査研究し、

行方不明者の実態および行

方不明に至る原因と行動か

ら、行方不明者が抱える諸

問題の抽出および解明とそ

の解決策に関する提言およ

び捜索に関する研究を発表

する。

く0通年
0)事務局
02人

(助 行方不明

者の家族

と関係者

お よび園

係機関

(D不特定多
数

0

行方不明者

捜索のため

の相談業務

とシンポジ

ューム事業

インターネットおよび印刷

物の発行により、行方不明

者捜索に関する家族からの

相談業務を行い、捜索方法

の助言、助力および学識経

験者などのシンポジューム

の開催を行う。

ω 通年

③ 事務局

(C)2人

0行 方不明
者 の家族

と関係者

(E)不特定多

数

14まD

地域の安全

活動に参加

して行方不

明者防止の

ための広報

活動を行 う

事業

全国各地にある防犯協会な

どと提携 し、地域の安全活

動に参加 して、行方不明者

防止のための広報活動を会

報、■子などの印刷物の配

布などにより実施する。

実施 しなかった。 本事業年度は

実施 しなかっ

た。

0

災害等によ

る行方不明

者の捜索活

動とその支

援を行 う事

業

大規模な災害などにより発

生した、行方不明者の捜索

と支援のために、被災地な

どに人員を派遣 し捜索・ 支

援を実施する.

実施 しなかった。 本事業年度は

実施しなかっ

た。

0



子どもの健

全育成を図

るため、有

害環境の除

去運動を展

開する事業

子どもの健全育成を図るた

め、主に有害チラシおよび

地域にある有害広告などの

除去および関係機関への報

告 (通報)な どを行い、ま
た、学校が夏休みなどで長

期体暇の際には、繁華街ヘ

の見回りなどを行う。

実施 しなかった。 本事業年度は

実施 しなかっ

た。

0

高齢者およ

び青少年の

犯罪抜害の

実態把握お

よび被害防

止の啓発活

動事業

高齢者や青少年の犯罪被害

実態を調査し、高齢者への

犯罪被害防止啓発活動とし

て、所調「振り込め詐歎」

接害、悪徳商法からの被害

防止を訴える印刷物などの

発行、青少年のインターネ

ットなどを媒介とした犯罪

被害の防止の助言窓口を当

法人ホームベージに開設す

る。

実施しなかった。 本事業年度は

実施 しなかっ

た:。

0

独居老人の

実態把握及

び救護のた

めの巡回連

絡を行 う事

業

一人暮らしの高齢者、所語

「独居老人」の実態数を調

査 し、:独居老人が抱える問

題点を聞き取 り調査により

明かにし、同時に安否確認

などのための巡回連絡を行

つ。

実施しなかった。 本事業年度は

実施 しなかっ

た。

0

高齢者 と子

供・若年層

との世代間

を越えた交

流を促進す

る活動

高齢者と子供 。若年層との

世代間を越えた交流を促進

するために、学校などの教

育現場や公共施設などへ高

齢者の派遣を行い、高齢者

には雇用と生き甲斐を、子

供・若年層の者へは高齢者

との触れ合いを通じて人格

形成の手助けを行う。

実施しなかった。 本事業年度は

実迫しなかっ

た。

0

介 護 用 品 な

ど高 齢 者 向

け の 各 種 グ

ッズ を安 全

に利 用 す る

た め の セ ミ

ナ ー 閉 設 の

事業

介護用品・防犯・防災用品

グッズなどを安全に使用す

る為の解説などに関するセ

ミナーなどを行う。

実施 しなかった。 本事業年度は

実施しなかっ

た。

0

消費者保護

に関する啓

発活動

消費者保護に関する啓発活

動を行 うために、会報、冊

子など発行 し、企業、店舗

へ配布する。また、悪徳商

法を営む業者の情報収集 と

関係機関への報告 (通報 )

活動を行 う。

実施 しなかった。 本事業年度は

実施 しなかっ

た。

0



② その他の事業

事 業 名

(定款に記載

した事業)

具体的な事業内容

(■)当該事業の実施日時

0)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数

収支予算書の

事業費の金額

(単位 :千円)

依 頼 に よ

る行 方 不

明者 捜 素

活動

・家族からの依頼により行方

不明者の捜素を行う。

(■)通 年
0)事 務局
(C)2人
実施 しなかった。

0

イ ン ター

ネット・ホ

ー ム ペ ー

ジお よび

発 行 物 ヘ

の 広 告 掲

載事業

・ 当法人が管理運営するホー

メページお よびは発行す

る印刷物に、当法人に協

賛、協力する会社、店舗な

どのバナー広告、活宇広告

を掲載する。

(1)通年

(3)事務局

(C)1人

実施 しなかった。

0

独 居 老 人

家 族 か ら

の依 頼 に

よる、定期

的 な安 否

確 認 事 業

費

・家族からの依頼を受けて、

所謂、独居老人への定期的

訪間による安否確認など

を行う。

実施しなかった。 0

高 齢 者 の

知識・体験

を収集・保

存・編集し

た 記 憶 媒

体 の 販 売

お よ び レ

ン タル に

関 す る 事

業

。当法人が運営・管理するホ

ーメページにおいて、高齢

者の知識・体験を収集保

存・編集した記憶媒体の販

売・ネット配信を行う。

また、協力を頂いた高齢者

には報酬と生き甲斐を提

供する。

実施 しなかった。 0

消 費 者 の

安 全 確 保

に 関 す る

諸 活 動 事

業

・消費者保護に取り組んでい

る行政機関 ‐団体・企業、

店舗などからの依頼を受

け、食品偽装などに関与す

る業者などを調査する業

現

実施 しなかった。 0



令和 1年度 活動計算書
平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日 まで
特定非営利活動法人  日本行方不明者捜索 ‐地域安全支援協会

科   日 金  額: 騨嘘 :画
I 経常収入の部

入会金・会費収入
・ 正会員入会金収入
‐ 正会員会費収入
‐ 貢献社員入会金
・ 貝獣社員年会費
・ 賛助会員入会金
・ 賛助会員年会費■0(Ю 円

1
０

０

０

０

０

０

2 事業収入

・ 行方不明者の実態調査を行い、そ
の原因を調査研究して関係機関等

に発表する事業収入
・ 行方不明者捜索のための相談業務
とシンポジューム開催事業収入
・ 地域の安全活動に参加して行方不
明者防止のための広報活動を行う

事業収入
・ 災害等による行方不明者の捜索活
動とその支援を行う事業収入
。 子どもの健全育成を図るため、有
害環境の除去運動を展開する事業

収入
。 高齢者および青少年の犯罪被害の
実態把握および被害防止の啓発活

動事業収入
・ 独居老人の実態把握及び救護のた

めの巡回連絡を行う事業収入
。 高齢者と子供 。若年層との世代同
を越えた交流を促進する事業収入
・ 介護用品など高齢者向けの各種グ
ッズを安全に利用するためのセミ

ナー開設の事業収入
・ 消費者保護に関する啓発事業収入

0

1,■),(渕Ю

０

）

ｎ
）
　

　

ハ
ｕ

0

ｎ

）

０

　

　

０

0



3 寄付金・補助金・助成金
・寄付 ま〕,("B

経常収入合計 1∞,0"
Ⅱ 経常支出の部

事業費
・ 行方不明者の実態調査を行い、そ
の原因を調査研究して関係機関等
に発表する事業費
・ 行方不明者捜索のための相談業務
とシンポジューム開催事業費

・ 地域の安全活動に参加して行方不

明者防止のための広報活動を行う

事業費
・ 災害等による行方不明者の捜索活
動とその支援を行う事業費
・ 子どもの健全育成を図るため、有
害環境の除去運動を展開する事業

費
・ 高齢者および青少年の犯罪被害の
実態把握および被害防止の啓発活

動事業費
・ 独居老人の実態把握及び救護のた
めの巡回連絡を行う事業費
・ 高齢者と子供 。若年層との世代間
を越えた交流を促進する事業費
・ 介護用品など高齢者向けの各種グ
ッズを安全に利用するためのセミ

ナー開設の事業費
・ 消費者保護に関する啓発事業費

■

0

1`“),1知Ю

0

0

0

0

0

0

0

0

2 管理費
・ 役員報醸
・ 給与
・ 顧問料
・ 水道光熱費
・ 旅費交通費
・ 家賃
・ 通信費
・ その他

0

0

0

m,o露
0

0

30,(�Ю

10,000

210,028

3 その他支出
0 0

経常支出合計 210,028

経常収支差額 ▲20,0∞

Ⅲ その他資金収入の部
1 受取利息



2 その他の事業会計から繰入
その他資金収入合計 ＾

Ｕ

Ⅳ その他資金支出の部

その色資金支出合計 0

当期収支差額 ▲20,硼
前期繰越収支差額 ▲61,1りB
次期繰越収支差額

(正味財産増減の部)

V 正味財産増加の部
1 資産増加額
当期収支差額

2 負債減少額

▲20,鰤

0

増加額合計 ▲2Q αЮ

Ⅵ 正味財産減少の部
1 資産減少額
2 負債増加額

▲20,剛
0

減少額合計
ｎ

） ▲20,圃

当期正味財産増加額 (減少額) ▲20,∝Ю

前期繰越正味財産額 ▲61,928

当期正味財産合計 ▲ 81,928



令和 1年度 事業会計貸借対照表

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人   日本行方不明者捜素・地域安全支援協会
科  日 金  額  は位 :円》

I 資産の部
■ 流動資産
現金

普通預金

湾動資産合計

2 固定資産

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債

未払金

流動負債合計

2 固定負債

日定負債合計

負債合計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増加額 (減少噸0
正味財産合計

負債及び正味財産合計

",94

",9“

0

8,944

0

0

0

0

53,94

7■944

",0田

",94



令和 1年度 事業会計財産目録

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本行方不明者捜索・地域安全支援協会

科  目 摘 要 金1  額   嘩 位 =鋤

I 資産の部
1 流動資産
現金

普通預金 《三菱東京UFJ銀 行調布支店)

流動資産合計

2 固定資産

固定資産合計

資産合計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

流動負債合計

2 固定負債

固定負債合計

負債合計

正味財産

8,944

",944

0

53,944

0

0

0

0

0

鴫 g幽1



前事業年度の役員名簿

平成311「4月 1日から令■2年3月 31日まで

特定非営利活動法人

日本行方不明者捜索・地域安全支援協会

役 名 氏  名 住 所 又 は 居 所 就 任 期 間 報酬の有無

理事長 田原 弘 ]「|,ばBlq「4月 1日 力ヽ b
令希2年3月 31日 まで

報酬なし

理事 青柳正明 ]「‐‐嵐に3メ午4月 1日 力ヽ b
令和2年3月 31日まで

彎願口なし

理事 鈴木重夫 ]F::」お14午4月 1日カメЬ

令誦虚:年3月 31日まマ『

報酬なし

理事 河野良彦 平成肌年4月 1日から

令■24年3月 31日まで
報酬なし

理事 中森弘樹 平成■年4月 1日 力ヽ b

イ)輛口21F3J]31日 i主 C
報酬|なし

監事 古内 栄 平成3“円.月 1日から

令薫2年3月 31日まで
報口なし



社員のうち10人以上の者の名簿

令和2年3月 31日 現在

特定非営利活動法人

日本行方不明者捜索・地域安全支援協会

氏  名 住 所 又 は 居 所

1 凪原 弘

2 古内 栄

3 鈴木 重夫

4 河野 良彦

5 中森 弘樹

6 菅野 健司

7 青柳 正明

8 工藤 良美

9 山田 康子

10 矢口 恵一


